別紙様式
平成23年度9月補正予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：企業立地対策費
	事業名: 企業立地促進事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　企業誘致課　立地支援担当　電話番号：058-272-1111（内3083・6）

　　　　E-mail：c11342@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：△20,000千円
（現計予算額：1,743,425千円　　補正後予算額：1,723,425千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　地域の特性・強みを生かして成長力・競争力の高い企業に重点を置いた企業誘致を推進するため、県内に進出が決定した企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費（土地、建物、償却資産）等に対して助成する。
　補助対象事業の変動に伴い、当事業費を減額する。

【補助制度の概要】
（１）対象業種
①技術先端産業　②コールセンター等　③一般製造業

（２）補助内容

　ア　土地・建物及び償却資産を取得する場合

初期投下固定資産取得費の10分の1以内
（限度額10億円。ただし、県営工業団地以外の場合は5億円）

　イ　事業所を賃借する場合（コールセンター、ソリューションセンター等に限る）

事業所賃借料及び通信回線使用料の2分の1以内、新規地元常用雇用者1名につき30万円（限度額3億円。60ヶ月の通算）
　
	２　所要経費


補助対象　15社　1,723,425千円
　　　新規交付分 12社　1,417,534千円 (現計予算額13社　1,437,534千円)　
継続交付分　1社　5,891千円　
過年度分割払い分 2社 300,000千円　
　　　　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


○県が取り組む政策の方向性
　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
    　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致
  ○重点プログラムへの位置づけ
    ６　モノづくり立県推進プロジェクト　
　　　Ⅰ　企業誘致対策
　　　 　 地域産業基盤の強化のための工業団地開発と企業誘致
	２　これまでの取組状況


進出企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費等に対し助成し企業立地を促進した。（H22：7事業所に対し800,833千円を交付）
	３　これまでの取組に対する評価


　平成20年後半以降の全国的な設備投資の冷え込みの中、平成22年工場立地動向調査による本県の工場立地（17件、15ヘクタール）は、全国平均（17件、23ヘクタール）と比較すると、件数では同程度だが、面積は下回った。企業の設備投資は徐々に持ち直しの動きがみられるが、引き続き企業立地への助成を実施していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	1,743,425
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,743,425

	要求額
	△20,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	△20,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


